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1 はじめに

人口減少と少子高齢化が深刻な地域では高齢者の生

活環境の悪化が懸念される．高齢者の生活環境の変化

を評価するために，全国の国民１人１人について居住

地からどれだけ離れた距離に食料品店や病院・福祉施設

などの店舗・施設が存在しているかを計測した．2010・

2015年の国勢調査 100mメッシュ推計データを用いて

年齢階層別に国民の居住地を，2010・2015年の座標付

き電話帳データベーステレポイントPack!を用いて様々

な業種の店舗・施設の位置を，2015年時点の全国避難

所データベースを用いて避難所の位置を把握した．そ

して，最寄り店舗・施設・避難所までの距離が年齢層に

よってどの程度異なるかを計測し，高齢者の生活環境

を評価した．さらに二時点間で結果を比較し考察した．

2 最寄りの店舗・施設までの距離

国勢調査に回答した全国民について，様々な業種で

最寄りの店舗・施設までの距離をヒュベニの公式 [1]を

用いて算出した (図 1)．業種別に距離の中央値を調べ

ると，食料品店と病院・福祉施設は約 200m，避難所は

約 300mでありこれらは居住地の近くに立地している

が，警察や消防の施設は約 1kmであり居住地から少し

遠くに立地している (図 2)．年齢階層別に距離を算出

した結果，高齢者 (65歳以上)は生産年齢者よりも距離

が遠い傾向があることが分かった (図 3)．2015年時点

での距離の中央値D2015と 2010年時点での距離の中央

値D2010から 5年間の距離の変化率 R = D2015/D2010

を調べた結果，消防を除く業種では 5年間で距離が短

かくなっている傾向があり，高齢者よりも生産年齢者

の方がその傾向が顕著であることが分かった (図 4)．生

産年齢者との比較でみると高齢者の最寄りの店舗・施

設までの距離は遠くなっており，国全体として高齢者

の生活環境が悪化していることが懸念される．
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図 1: 最寄りの食料品店までの距離D(愛媛県北西部)．
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図 2: 2015年の全国の国民について，最寄り店舗・施

設までの距離がD以下である確率．

3 高齢者の生活環境の評価

地域により移動手段や生活環境が大きく異なるため，

店舗・施設までの距離は地域に強く依存してしまう．地

域の違いを調整した上で高齢者の生活環境を評価するた

めに，高齢者についての 5年間の距離の変化率 R高齢者

と全住民についての 5年間の距離の変化率 R住民 の比

R高齢者/R住民 を各都道府県で算出し，他の年齢層との

比較の観点から高齢者の生活環境を分析した．鹿児島

県，大分県，宮崎県では変化率の比が小さく，この 5年
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図 3: 2015年について，最寄り店舗・施設までの距離

Dの中央値．エラーバーは第 1・3四分位数を示す．
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図 4: 最寄り店舗・施設までの距離の中央値の変化率．

間で高齢者が店舗・施設の近くに居住する傾向がみら

れる (図 5，6)．一方，京都府や香川県では変化率の比

が大きく，店舗・施設が高齢者の居住地から離れて立

地している傾向がある．

同じ解析を市区町村単位でも行い，同じ市区町村内

での他の年齢層との比較の観点で高齢者の生活環境を

評価した．距離の変化率の比が 1.2を越える市区町村

は，食料品店については鹿児島県鹿児島郡三島村，鹿

児島県大島郡大和村，北海道阿寒郡鶴居村，福島県双

葉郡広野町，長野県下伊那郡根羽村，北海道古宇郡神

恵内村，山形県最上郡大蔵村，奈良県吉野郡上北山村，

青森県三戸郡新郷村，兵庫県赤穂郡上郡町，病院・福祉

施設については岡山県勝田郡勝央町，北海道虻田郡ニ

セコ町，島根県隠岐郡西ノ島町，福島県双葉郡広野町，

奈良県吉野郡野迫川村，北海道様似郡様似町，新潟県

岩船郡粟島浦村，北海道新冠郡新冠町，北海道河東郡

士幌町，鹿児島県大島郡喜界町，山口県阿武郡阿武町，
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図 5: 食料品店についての距離の変化率の比．
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図 6: 病院・福祉施設についての距離の変化率の比．

奈良県吉野郡上北山村，沖縄県島尻郡伊是名村，長野

県小県郡長和町である．これらの地域は高齢者の居住

地から店舗・施設までの距離が相対的に遠くなってお

り，高齢者の生活環境が悪化している可能性がある．

以上の評価では，国勢調査に回答していない住民や

電話帳に記載されていない店舗・施設の存在は考慮で

きていないため，サンプルバイアスの問題がないかを

確認し，現実の実態を反映したものになっているか精

査する必要がある．また，得られた傾向が店舗・施設

の撤退・進出によるものなのか，あるいは高齢者・生

産年齢者の転居によるものなのかを調べることも今後

の課題である．
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